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新⾃由主義体制の特徴

• 政府⽀出の抑制：緊縮財政
• “インフレファイター”としての中央銀⾏の独⽴性確保
• 「資本友好的」政策

ü規制緩和
ü株主資本主義
ü富裕層減税（トリックルダウン）
ü既存の利益団体（労働組合、農協…）の弱体化

• グローバル化（市場開放、関税／⾮関税障壁の撤廃、欧州統合…）
• 90年代以後は左派も社会主義⾊を脱し「New Labour」へ



結果は？
• 繰り返される⾦融危機

世界⾦融危機、ユーロ危機…

• ⻑期停滞
デフレ／ディスインフレ
「⽇本化（Japanification）」

• 格差・不平等の拡⼤
トリックルダウンは起きず
地理的な分断（⼤都市とそれ以外）も

• 「バブルのリレー」
次の危機も間近？

• 政治の混乱（トランプ、Brexit、ポピュリズム…）⇒近く⽇本にも？



ＭＭＴの挑戦
• 家計／企業と政府の違い

家計／企業は通貨の利⽤者（user）
政府は通貨の発⾏者（issuer）⇒財政上の制約はない

（実物資源の制約はある）

• 政府の⾚字は⺠間の⿊字
⺠間収⽀＋政府収⽀＋海外収⽀＝０

• 実験的⾦融政策の効果は限定的（か、マイナス）
危険な資産バブルを助⻑するおそれ

• ＪＧ（就労保障）プログラム
公的雇⽤の拡⼤＋政府⽀出の⾃動調整機能



座標軸を変える

• ＭＭＴは「レンズ」であり、特定の政治的イデオロギーに基づ
く政策のみを奨励するものではない。

• 新⾃由主義の弊害を超えるには「緊縮財政」の呪縛を解き、政
府の持つ能⼒を、社会的⽬標の実現に向けて正しく使っていく
ことが必要。

• どのような⽬標に⽤いるべきか？⇒新たな国⺠的な議論を



※⾚い地域ほど中国の輸⼊に脆弱
http://chinashock.info

The Economist, jul 30th 2016



Brexit（Britain+Exit）

The Economist, Jun 24th 2016



2016/11/14 10:44What to expect | The Economist

2/6 ページhttp://www.economist.com/news/united-states/21710012-something-between-reaganism-and-frances-national-front-probably-what-expect

Epic fail

Destiny derailed

The people v the people

Reprints

Related topics

Taxes

Public finance

Barack Obama

Paul Ryan

Politics

elect sees no pressing need to reform Social Security
payments to the old), relations with Russia’s president
Vladimir Putin (Mr Trump is a fan) and immigration. Trump
supporters are sure they have been promised that
government agents will round up and expel millions of
foreigners without the right papers, possibly including
hundreds of thousands of youngsters brought to the country
as children and shielded from deportation by executive
orders signed by Barack Obama. They also expect a wall on
the border with Mexico, and something tangible will probably
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社会実録データ図録



⽇本の⼀極集中はサウジよりひどい
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京都⼤学⼯学部 川端祐⼀郎助教より提供



野村総合研究所「公務員数の国際⽐較に関する調査」（平成18年）

※前⽥健太郎『市⺠を雇わない国家』（東京⼤学出版会、2014年）
・公務員数の抑制は1960年代から
・公的雇⽤の少なさは、⼥性の社会進出を阻む要因に



⽇本、３年連続で最下位＝教育への公的⽀出割合−ＯＥＣＤ

経済協⼒開発機構（ＯＥＣＤ）は１０⽇、２０１６
年の加盟各国の国内総⽣産（ＧＤＰ）に占める教育機
関への公的⽀出割合を公表した。⽇本は２．９％で、
⽐較できる３５カ国中最も低く、３年連続で最下位と
なった。
公的⽀出割合のＯＥＣＤ平均は４．０％。最も⾼い

のが６．３％のノルウェーで、５．４％のフィンラン
ド、５．３％のベルギーとアイスランドが続いた。
教育機関別に⾒ると、⽇本は⼩中学校と⾼校の公的

⽀出の割合が９２％で、ＯＥＣＤ平均の９０％を上
回っていたのに対し、⼤学などの⾼等教育は３１％で、
平均の６６％を⼤きく下回った。
ＯＥＣＤの担当者は、「多くの国が⾼等教育に対す

る⽀出を増やしているが、⽇本の⽀出は横ばいで、他
の国々に後れを取っている」と指摘した。

〔時事通信、2019年9⽉10⽇〕



80年代までは⾼い⽅

90年代から低迷

世界銀⾏ＨＰ


